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日本経済フォアキャスター37機関

四半期別実質成長率（前期比年率）実績と予測

（回答期間：５月25日～6月1日)



33

実質ＧＤＰ成長率
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過去の景気循環における生産指数の推移
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景気拡張局面における寄与率

（回答期間：11月25日～12月２日)
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Wise Spending によって中長期の成長力向上
に結びつけることの重要性
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今後の急速な少子・高齢化の進行今後の急速な少子・高齢化の進行
総
人
口
と
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以
上
人
口
割
合

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」（出生中位、死亡中位の場合）
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ＧＤＰ伸び率の要因分解ＧＤＰ伸び率の要因分解

出典：通商産業省「通商白書」（1998年）
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新しい需要と経済成長のパターン新しい需要と経済成長のパターン

(source) “Demand Saturation-Creation and Economic Growth”, JEBO, Vol.48
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日米英独のGDP産業別伸び率（1990-2005年）

日米英独のGDP産業別伸び率（1990-2005年）
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日米英独のGDP寄与度（1990-2005年）

日米英独のGDP寄与度（1990-2005年）
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日本経済の二重構造日本経済の二重構造
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港　名 取扱量 港　名 取扱量

1 ﾆｭｰﾖｰｸ/ﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰ 1,947 1(2) シンガポール 24,792

2 ロッテルダム 1,901 2(1) 香港 23,230

3 香港 1,465 3(3) 上海 21,710

4 神戸 1,456 4(4) 深圳 18,469

5 高雄 979 5(5) 釜山 12,030

6 シンガポール 917 6(6) 高雄 9,775

7 サンファン 852 7(7) ロッテルダム 9,600

8 ロングビーチ 825 8(9) ドバイ 8,923

9 ハンブルク 783 9(8) ハンブルグ 8,862

10 オークランド 782 10(10) ロサンゼルス 8,469

… ･

12 横浜 722 ･

… 23(22) 東京 3,665

16 釜山 634 …

… 27(27) 横浜 3,200

18 東京 632 …

･ ※(34) 名古屋 2,491

･ ※(39) 神戸 2,262

39 大阪 254 …

･ ※(51) 大阪 1,802

46 名古屋 206

※は、31位以下のため、具体的順位は不明
（ ）内は２００５年の順位

1980年 2006年

世界の港湾ランキング
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TVのプロダクト・イノベーション
ＴＶ出荷金額（百万円)
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アメリカの雇用増：2001-05
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雇用誘発係数を主要産業と比較すると、社会保障分
野（特に介護分野）の雇用誘発係数は高い。

雇用誘発係数･･･ある産業において最終需要が一単位発生したと
きに直接・間接にもたらされる労働力需要の増加を示すもの
（単位は人/百万円）

出典：「医療と福祉の産業関連に関する分析研究報告書」（Ｈ
16.12 財団法人医療経済研究・社会福祉協会 医療経済研究機構）
より、厚生労働省社会保障担当参事官室にて作成。
注：医療は医療法人のみ、社会保険事業・社会福祉は国公立のみ、
介護は居宅のみ。

雇用誘発係数における主要産業と社会保障産業の比較
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雇用誘発係数

社会保障分野の雇用誘発効果について

※産業名の横の順位は、
全５６部門中の雇用
誘発係数の順位。

産業別就業者の推移

医療、福祉に従事する就業者数は2002年から約
100万人増加しており、伸び率も高い。

情報通情報通
信業信業

医療，医療，
福祉福祉

運輸業運輸業 製造業製造業
卸売・卸売・
小売業小売業

飲食店飲食店
宿泊業宿泊業

農林業農林業 建設業建設業

20022002 159 159 474 474 324 324 1,202 1,202 1,145 1,145 358 358 268 268 618 618 

20032003 164 164 502 502 332 332 1,178 1,178 1,133 1,133 350 350 266 266 604 604 

20042004 172 172 531 531 323 323 1,150 1,150 1,123 1,123 347 347 264 264 584 584 

20052005 176 176 553 553 317 317 1,142 1,142 1,122 1,122 343 343 259 259 568 568 

20062006 181 181 571 571 324 324 1,161 1,161 1,113 1,113 337 337 250 250 559 559 

20072007 197 197 579 579 323 323 1,165 1,165 1,113 1,113 342 342 251 251 552 552 

対対20022002
伸び数伸び数 38 38 105 105 --1 1 --37 37 --32 32 --16 16 --17 17 --66 66 

対対20022002
伸び伸び
（倍）（倍） 1.24 1.24 1.22 1.22 1.00 1.00 0.97 0.97 0.97 0.97 0.96 0.96 0.94 0.94 0.89 0.89 

出典：『労働力調査』（総務省統計局）
※「医療、福祉」の新産業分類は2003年の『労働力調査』
（総務省統計局）から算出。
※ 2002年の数値は、産業分類改訂後、総務省統計局におい
て遡及計算したものである。なお、2001年以前の数値は算

出していない。

雇用誘発係数における主要産業と社会保障産業の比較
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目指すべき将来像

○ 省エネ・新エネ、エコカー、水処理等世界最高の環境エネルギー技術力を
さらに強化。

○ ライフスタイルやインフラを一新し、「低炭素革命」の先頭を走る。

○ 新「三種の神器」による新たな需要喚起

【主なプロジェクト例】
■ 太陽光電力の新たな買取制度

■ 公共施設、学校等の太陽光発電設置・省エネ改修促進

■ 新「三種の神器」の爆発的普及

■ 次世代蓄電池、超電導リニア等の技術開発

■ 低炭素交通インフラの整備（交通流対策、モーダルシフト、物流の効率化等）

■ 都市鉱山開発(携帯電話リサイクル)

■ 高効率水処理システムの開発（水ビジネスの国際市場参入を目指す）

低炭素革命

☆新「三種の神器」
・太陽光パネル付き省エネ住宅
・エコカー(電気自動車等)
・グリーン家電
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健康長寿

目指すべき将来像

○ 医療介護サービスの充実により、将来不安を払拭し、消費需要を喚起。

○ 医療介護サービスを、新たな雇用の受皿とし、内需型基幹産業へと育成。

○ バイオ医療産業のイノベーションを促進し、新たな高付加価値の市場を創出。

【主なプロジェクト例】

■ 介護基盤強化（介護サービスの充実、処遇改善による介護人材不足への対応）

■ 地域医療強化（地域医療機能の強化・再編、救急医療体制整備、医師不足
対応）

■ バリアフリー化の推進

■ バイオベンチャー企業等による医薬品・医療機器開発のための治験の実施
支援

■ 生活支援機器(介護ロボット等）開発・実用化

■ 医薬品等の審査体制の強化
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底力発揮

目指すべき将来像

○ 地方経済を支える農林水産業を、雇用吸収源・成長産業へと変貌させる。

○ ファッション、メディア映像、アニメ等のソフトパワーを世界へ発信。

○ 我が国伝統の「おもてなしの心」で、「観光大国」を実現。

○ 人材への投資、ＩＴの徹底活用

【主なプロジェクト例】

■ 耕作放棄地の解消、植物工場(24毛作)の普及

■ コンテンツ産業の海外展開

■ 観光地における無電柱化の推進

■ 入国審査待ち時間の短縮、羽田－成田間のアクセス時間短縮

■ 世界トップレベルの研究環境（ポスドク・研究支援者の活用）

■ 電子政府加速化、学校ＩＴインフラ整備
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